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【用語について】 

ものづくり革新総合支援事業における用語については、次のとおりとなっております。 

 給与支給総額 

… 役員並びに従業員に支払う給料、賃金、雑給及び賞与のほか、給与所得とされる手当（残業手

当、休日出勤手当、家族（扶養）手当、住宅手当等）の合計額のことです。給与所得とされな

い手当（退職手当等）や法定福利費、福利厚生費は含みません。 

 人件費 

… 次の①～③の合計額のことです。 

① 販売費及び一般管理費に含まれる人件費（役員報酬、給料手当、法定福利費、福利厚生費、

賞与及び賞与引当金、退職金及び退職給与引当金、雑給等） 

② 製造原価に含まれる労務費 

③ 派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用 

 付加価値額 

… 営業利益、減価償却費及び人件費の合計額のことです。 

 

※給与支給総額や付加価値額を決算関係書類との関連でいうと、次の図のようになります。 

（詳細については、税理士等にご相談ください。） 

 

 

 県内中小企業者 

… 秋田県内に主たる拠点を有し、かつ、秋田県内において１年以上の事業実績がある、中小企業

等経営強化法第２条第１項に規定する者のことです。ただし、「みなし大企業」に該当するもの

は除きます。 

 みなし大企業 

… 次の①～③のいずれかに該当する中小企業者のことです。 

① 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有するもの。 

② 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業で所有するもの。 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めているもの。 
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１．事業の目的 

本事業は、新規性・革新性の高い取組や積極的な生産性の改善、新分野進出等の取組によ

り、競争力の強化を図ろうとする意欲的な事業者を支援し、付加価値の更なる向上や創出を

促すことを目的としています。 

省エネ生産設備更新型においては、電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けて

いる事業者のエネルギー効率を高めるための取組及び生産工程の省力化を図る取組を支援

し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を促進することを目的としています。 

 

２．補助対象者 

●次のいずれにも該当する場合、本事業の補助の対象者となります。 

 

（１） 秋田県内に主たる事業拠点を有すること。 

 

（２） 秋田県内において、１年以上の事業実績があること。 

 

（３） 中小企業等経営強化法第２条第１項に規定する中小企業者であること。 

※資金又は従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人のことをいいます。 

業種 資本金 
従業員数 

（常勤） 

製造業、建設業、運輸業 3 億円 300 人 

卸売業 1 億円 100 人 

サービス業 5,000 万円 100 人 

小売業 5,000 万円 50 人 

ゴム製品製造業 

（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く） 
3 億円 900 人 

ソフトウェア業又は情報処理サービス業 3 億円 300 人 

旅館業 5,000 万円 200 人 

その他の業種（上記以外） 3 億円 300 人 

 

（４） みなし大企業ではないこと。 

※次のいずれかに該当する中小企業者がみなし大企業となります。 

① 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有するもの 

② 発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業で所有するもの 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めているもの 
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●ただし、次のいずれかに該当する場合は、補助の対象者となりません。 

① 次に掲げる欠格事項のいずれかに該当するもの 

１ 国税又は地方税の滞納があるもの。ただし、課税庁が認めた納入計画を立てている場合を

除く。 

２ 秋田県又は公的金融機関からの融資（間接融資を含む）等を受け、その債務の履行を怠り

又は滞っているもの。 

３ 中小企業者及びその役員が、暴力団等の反社会的勢力であるもの。また、反社会的勢力と

関係を有しているもの。 

４ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由が

あるもの。 

② 同一の取組において、国又は秋田県が実施する他の補助金等で交付決定を受けている

もの 

※ 国又は秋田県が実施する他の補助金との併用はできません。 

※ ただし、市町村の補助事業において本事業との併用を認めている場合は、併用は

可能です。 

 

※ 令和５年度、令和６年度で補助金の交付を受けた方も申請をすることはできますが、減

点措置がありますのでご留意ください。 

 

３．申請要件 

 

●次の（１）～（３）の全てを満たす、５年間の事業計画を策定してください。 

（１） 日本標準産業分類（令和５年６月改訂）の大分類において、製造業に属する取組で

あること。 

（２） 県内に所在する事業拠点における取組であること。 

（３） 生産工程における省エネルギー化又は省力化を図る取組であること。 

 

４．補助金の額や補助率等 

 

●補 助 金 の 額 ： 下限２００万円 ～ 上限１，０００万円 

●補 助 率 ： ２／３以内 

●補助対象期間 ： 交付決定日から令和８年２月２８日まで。 
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５．補助対象経費 

 

●補助対象となる経費は、本事業の対象として明確に区分できるものであり、その経費の必

要性及び金額の妥当性を証拠書類によって明確に確認できる、以下に掲げる経費です。 

●対象経費は、補助金の交付決定日以降に発注を行い、補助事業実施期間内に支払いを完了

したものに限ります。 

 

（１） 対象経費の区分 

設備購入費  生産工程におけるエネルギー使用量の削減を目的とした機

械・装置の購入、製作に要する経費 

 省力化を目的とした機械・装置の購入、製作に要する経費 

 エネルギー需要の最適化によるエネルギー効率の向上を目

的としたエネルギーマネジメントシステム（以下「ＥＭＳ」）

等の導入に要する経費 

 

 作業時間若しくは人員の削減又は複数の工程の統合等、生

産工程の省力化を目的とした場合に限り、機械・装置の更

新のみならず、新増設も補助の対象とします。 

 ただし、新増設の場合は、国で実施している下記の事業で

補助の対象となる機械・装置に限ります（※）。 

① 令和５年度補正予算「省エネルギー投資促進支援事業」

（Ⅲ）設備単位型 

 生産に係る設備が補助の対象となります。事務棟や事務ス

ペース等の間接部門に係る設備については補助の対象と

なりません。 

 今回の取組に係る設計費用も補助の対象となります。 

 本事業で導入する機械装置やシステム等については、会計

ルール等に則り、固定資産台帳に登載してください。 

 省エネ化又は省力化と関連性の認められない設備に係る

費用については補助の対象となりません。 

 「借用」、「リース」及び「割賦販売」の場合は補助の対象

となりません。 

 中古の機械装置等も補助の対象となりますが、生産工程の

省エネ化又は省力化に効果があることを説明できるよう

にしてください。 

 建造物の新築、増改築や土地の取得等に係る費用は補助の

対象となりません。 
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 新設する工場に導入する機械・装置やＥＭＳも補助の対象

となりません。 

 補助事業のために、自らの事業拠点に導入した機械装置等

が補助対象となります。他者の事業拠点に導入する機械装

置等は補助の対象となりません。 

 車両に係る費用は補助の対象となりませんが、工場等内で

のみ走行し、公道を自走することができないもの（フォー

クリフト等）は補助の対象とできます。 

 太陽光発電設備等の再生可能エネルギーに係る設備や蓄

電池に係る費用については補助の対象となりません。 

工事費  生産工程の省エネルギー化又は省力化のために購入した設

備の設置や据付等に要する費用 

 更新の場合、更新前設備の撤去や処分に要する費用 

 ＥＭＳに係る装置や機器の設置、接続等に要する費用 

 

 処分の際、下取りや売却により収入があった場合は、支出

金額から収入金額を控除した金額が補助対象の経費とな

ります。 

 建造物の新築、増改築や土地の取得等に係る費用は補助の

対象となりません。 

 ＰＣＢ処理費用やＰＣＢ調査費用は補助の対象となりま

せん。 

（※）補助の対象となる機械・装置については、下記ホームページをご参照ください。 

① 一般社団法人環境共創イニシアチブ 

令和５年度補正予算「省エネルギー投資促進支援事業」 

『（Ⅲ）設備単位型』補助対象設備一覧 

https://sii.or.jp/setsubi05r/search/ 

 

ただし、上記事業で交付決定を受け、導入しようとしている同一の設備に対し、本事

業で重複して支援を受けることはできませんのでご留意ください。  
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（２） 補助対象経費全般にわたる留意事項 

○ 以下の経費は補助対象になりません。 

① 土地、建造物等の不動産の取得に係る費用 

② 商品券等の金券 

③ 文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

④ 飲食、奢侈、娯楽、接待等の費用 

⑤ 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等

のための弁護士費用 

⑥ 収入印紙（補助事業で課税文書の作成が必要な場合でも補助の対象となりません。） 

⑦ 公租公課（消費税及び地方消費税額等） 

⑧ 各種保険料 

⑨ 借入金などの支払利息及び遅延損害金 

⑩ 汎用性があり、容易に目的外使用になり得ると認められるもの（パソコン、プリ

ンタ、文書作成ソフトウェア、スマートフォン、デジタル複合機、テレビなど） 

⑪ 人件費（給料手当等のほか、従業員の採用に関する費用も対象外とする。） 

⑫ 上記の他、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

○ 補助対象経費は、補助事業実施期間内に補助事業のために支払いを行ったことを確認

できるものに限ります。 

○ 銀行振込により支払いを行ってください。 

○ 補助対象経費とするには、その経費の妥当性を確認できるよう、原則として２者以上

から見積書を徴してください。ただし、発注内容の性質上２者以上から見積書を徴す

ることが困難な場合、見積書の徴取数は１者でも差し支えありません。この場合、選

定理由書（任意様式）の作成が必要となります。 

○ 消費税等は補助の対象となりませんので、補助対象経費から除外してください。 

○ 事業実施後の完成検査の際、補助対象とすることができない経費があった場合は、

当該経費を交付決定の算定額から除外することがあります。 
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６．事業のスキーム 

 

事項 補助事業者 秋田県 

●募集期間 

令和７年４月７日 

～５月１６日 

 

 

 

  

●審査・交付決定 

 

 

（６月中旬予定） 

  

●事業実施 

 

 

 

 

（実績報告書は 

事業完了後１５日以内 

又は 

令和８年２月２８日 

 のいずれか早い日までに 

提出） 

  

●完成検査 

 補助金の額の確定 

 補助金の支払い 

 

 

 

 

  

●実施状況等報告 

 

 

 

  

 

募集情報確認 

申請書類作成 

電子申請により 

交付申請書提出 
申請内容の審査 

交付決定通知 事業開始 

事業実施 

事業完了 

実績報告書作成 

証拠資料整理 

実績報告書提出 

報告書の内容や 

証拠資料の確認 

完成検査 

補助金額の確定 

補助金請求書 

提出 

補助金の支払い 

実施状況等報告書

提出 

事前確認シート 
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７．応募手続き等の概要 

 

●応募期間 

 令和７年４月７日（月）～５月１６日（金）※１７時必着 

 交付申請の１週間前までに、事前確認シートをご提出ください（必須）。 

●申請方法 

 秋田県電子申請・届出サービスによる電子申請 

 

●審査結果の通知・公表 

 審査委員会を開催し、申請書類による書類審査を行います。 

 審査委員会の意見を基に、知事が交付・不交付を決定し、申請者全員に対してその結

果を通知します。 

 交付決定となった事業については、事業者名、法人番号、事業実施場所（市町村）、事

業テーマをホームページ等で公表します。 

 

●複数の申請等について 

 １者につき、申請は１回しかできません。 

※ １回の申請で複数台の更新を申請することは可能です。 

 

８．審査について 

 

●審査委員会では、以下の項目毎に評価を行います。 

 

（１） 経営環境への影響度 

 電力等価格の高騰により、どの程度影響を受けているかを評価します。 

＜ポイント＞ 電力等料金がどの程度増加しているか。売上高に占めるエネルギー

関連経費の割合がどのように推移しているか。これまでにどのような対策をし

てきたか。賃金水準にどう響いているか。 など 

 

（２） エネルギー使用量の削減効果 

 取組によってエネルギー使用量がどの程度削減できるか、取組の効果を客観的に

評価します。 

＜ポイント＞ 現状のエネルギー使用量がどの程度で、具体的にどの程度削減でき

るか。事業所全体でどれほどの割合を削減できるか。客観的に測定されている

か。 など 
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（３） 生産性の向上効果 

 生産性をどの程度向上できるか、取組の効果を客観的に評価します。 

＜ポイント＞ 生産効率が更新前後でどの程度改善できるか。同じ稼働時間で生産

量を増加できるか。所要時間を短縮化できるか。作業人数を少なくできるか。 

など 

 

（４） 新規性・革新性 

 取組の新規性や革新性を評価します。 

＜ポイント＞ 他の事業者に波及しやすい取組か。モデル性の高い取組か。費用対

効果はどれほどか。業界特有の課題に対する取組か。どれほどの画期性か。先

進性はどれほどか。 など 

 

上記項目のほか、賃金水準の向上に取り組んでいる等、一定の要件を満たしている場合は

加点を行います（加点の詳細は「９．審査委員会における加点」参照）。 

 

●上記項目により評価、採点を行い、上位者から予算の範囲内で交付を決定していきます。 

 

 

９．審査委員会における加点 

 

●次の要件を満たす場合、審査委員会における評価とは別に加点します。 

（最大加点数は５点となります） 

（１） 付加価値額の向上について、経営計画に基づき計画的に取り組む ·········· １点 

 「（様式第２号の別添３）３ 経営計画」において、「⑬付加価値額」の伸び率が

５年目で１５％以上となっている場合に加点します。 

 

（２） 給与支給総額の向上について、経営計画に基づき計画的に取り組む ········ １点 

 「（様式第２号の別添３）３ 経営計画」において、「⑪1 人あたり給与支給総額」

の伸び率が５年目で１０％以上または、「⑫給与支給総額」の伸び率が５年目で

１０％以上となっている場合に加点します。 

※ （１）と（２）のいずれも満たしている場合は、３点の加点とします。 

 

（３） 令和５年３月以降に省エネ診断を受診している ·························· ２点 

 省エネ診断を受診したことがわかる資料（報告書等）を提出してください。 

 

（４） 承認を得た経営革新計画に係る設備の更新（導入）である················· １点 

 経営革新計画承認書と申請書類の写しを提出してください。 
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●過去にこの事業で補助金の交付を受けたことがある申請者については、審査委員会におい

て下記の通り減点の調整措置を行います。 

 過去に１回補助金の交付を受けたことがある ３点減点 

 過去に２回補助金の交付を受けたことがある ５点減点 
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＜参考＞過年度における募集での審査講評 

 

●過年度における募集で、どのようなものが審査委員会で高い評価を得ていたかを参考まで

に以下に記載します。 

 

総評 

 「（様式第２号の別添２）２ 事業計画の概要」の記載内容が審査において大きなウ

ェイトを占めており、物価やエネルギー価格の高騰が経営にどのように影響している

か、取組によってどのような効果が得られるのか等が具体的に記載されているものは、

高い評価を得ていました。 

審査項目（１）経営環境への影響度について 

 事業所全体（又は工場全体）のエネルギー使用量について、直近３年程度の年間使用

量や年間使用料金の推移が具体的な数値とともに記載されているものが高い評価を

得る傾向にありました。 

 あわせて、売上高や売上原価の状況、売上高売上総利益率（粗利率）の推移、エネル

ギー価格のみではなく資材や原材料の高騰の状況等も記載し、物価高騰による負担が

大きくなっていることが分かりやすく記載されていると、更に高い評価を得ていまし

た。 

審査項目（２）エネルギー使用量の削減効果について 

 更新前設備の年間の稼働時間、エネルギー使用量について分析し、更新後設備の年間

の稼働時間、エネルギー使用量と比較対照して削減効果を具体的かつ分かりやすく記

載されているものは高い評価を得ていました。 

 削減効果を記載していたとしても、その効果をどのようにして算出したか判然としな

いものは評価が伸び悩みました。 

審査項目（３）生産性の向上効果について 

 設備の更新等の後、どのように事業を展開してくか、その展望、計画を記載していた

ものは一定の評価を得ていました。 

 設備の更新等を契機として、人員配置の見直しや従業員の多能工化を図り、他のボト

ルネック工程に余剰人員等を充てるなど、生産工程全体を見直していくものが高い評

価を得ていました。 

 設備の更新等により、生産数や売上高がどの程度増加していくのか、その見込みを記

載しているものは、更に高い評価を得ていました。 

 

※ 審査項目（４）新規性・革新性については大きな差が生じなかったことから、講評は割

愛します。 



12 

１０．補助事業者の義務（交付決定後に遵守すべき事項） 

 

●本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件を守ってください。 

（１） 交付決定を受けた後、補助事業の経費の内容を変更しようとする場合又は補助事

業を中止若しくは廃止しようとする場合には、事前に知事等の承認を得なければ

なりません。 

（２） 補助事業を完了したときは、その日から起算して１５日を経過した日又は令和８

年２月２８日のいずれか早い日までに補助事業等実績報告書を提出しなければな

りません。 

（３） 補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から５年間、毎会計年度終了後

３か月以内に、事業実施状況等報告書を提出し、補助事業終了後の事業状況を報告

しなければなりません。 

例）決算期が６月の法人が、令和８年２月２８日に事業を完了した場合… 

事業完了日（令和８年２月２８日）の属する会計年度（令和７年７月１日～令

和８年６月３０日の年度）の翌年度から５年間（令和８年７月１日～令和１３

年６月３０日）の事業実施状況等を、毎会計年度終了後３か月以内（毎年７月

～９月）に実施状況等報告書（様式第８号）により報告が必要です。 

（４） 取得財産のうち、税抜単価５０万円以上の機械等の財産又は効用の増加した財産

を、処分制限期間内に処分（補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、

担保の設定、廃棄）しようとするときは、事前にその承認を得なければなりません。 

（５） 取得財産を処分する場合、残存簿価相当額又は時価評価額（譲渡額）又は財産処分

により生じる収益（損失補償金を含む）のいずれか高い金額に、補助金交付額が事

業費に占める割合を乗じて得た額の納付を命ずることがあります。 

（６） 補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交

付年度終了後５年間は保存しなければなりません。 

（７） 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から求めがあったと

きは速やかに遂行状況報告書を作成し、提出しなければなりません。 

（８） 補助金の支払については、補助事業終了後に補助事業等実績報告書の提出を受け、

補助金額の確定後の精算払となります。 

（９） 補助事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認が

できない場合については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 

（１０） 補助事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作成等への協

力を依頼することがあります。 

 



13 

１１．提出書類 

 

●次の書類を提出してください。 

※書類を zip ファイルにまとめ、電子申請でアップロードしてください。 

 

（１） 事業実施計画書（様式第２号、別添１～３） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

（３） 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費内訳書、

製造原価報告書） 

（４） 現在事項全部証明書（個人事業主の場合は住民票の写し） 

（５） 事業計画書内の補助対象経費の積算根拠となる参考見積書 

※ 申請時点においては、１者以上からの見積書で構いませんが、交付決定後の事

業実施にあたっては、経費の妥当性を確認するため、２者以上からの見積書が

必要です。 

（６） 補助金の振込先となる金融機関名・支店名・預金種別・口座番号・カナ名義を確認

できる資料 

※ 通帳の表紙の写しとカナ名義を確認できる資料（通帳の表紙をめくったページ

のコピー等）も添付してください。 

※ 当座預金のために通帳がない場合、当座勘定照合表、当座小切手帳と小切手の

コピー、異動明細書、残高照会書などを組み合わせ、金融機関名・支店名・預金

種別・口座番号・カナ名義を確認できる資料を添付してください。 

（７） 支援機関確認書 

（８） その他の必要な資料 

※ 既存設備や導入予定設備のエネルギー使用量がわかる資料（カタログや仕様書）、

事業所の電気使用量がわかる資料、電気料金が高騰していることがわかる資料

などを必要に応じて適宜添付してください。 

 

 

 

●審査における加点要件（３）、（４）に該当する場合、次の書類を提出してください。 

 

 省エネ診断を受診したことがわかる資料【加点要件（３）】 

 経営革新計画承認書と申請書類の写し【加点要件（４）】 
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１２．事業計画書の記入上の注意点について 

●（様式第 1 号）補助金等交付申請書 

●（様式第２号）事業実施計画書 
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●（様式第２号の別添１）１ 申請者の概要 
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●（様式第２号の別添２）２ 事業計画の概要 
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18 

 
※ ページ数や文字数に制限は設けていません。 
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●（様式第２号の別添３）３ 経営計画 

 
※給与支給総額及び付加価値額の伸び率については、直近期を基準として計算してください。 
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※個人事業主の場合については、次のとおりに記入してください。 

 

 （様式第２号の別添１）１ 申請者の概要について 

 「(6)従業員等の数」欄において、代表者は「報酬を得ている役員」としてカウン

トし、役員欄上段に「１」と記入してください。 

 （様式第２号の別添３）３ 経営計画について 

 「⑨従業員等の数」欄について、代表者を有報酬役員としてカウントしてください。 

 各項目について、次のとおり計算し記入してください。 

経営・資金計画の項目 対応する所得税青色申告決算書中の科目 

① 売上高 「売上（収入）金額（雑収入を含む）」（①） 

② 売上原価 「差引原価」（⑥） 

③ 売上総利益 「差引金額（①－⑥）」（⑦） 

④ 販売費及び一般管理費 「計」（㉜）から「利子割引料」（㉒）を控除した額 

⑤ 営業利益 「差引金額（⑦－㉜）」（㉝）に「利子割引料」（㉒）を加えた額 

⑥ 営業外収益 （対応する科目なし） 

⑦ 営業外費用 「利子割引料」（㉒） 

⑧ 経常利益 「差引金額（⑦－㉜）」（㉝） 

⑩ 人件費 「福利厚生費」（⑲）と「給料賃金」（⑳）の合計額 

⑪ 給与支給総額 
「給料賃金」（⑳）、「専従者給与」（㊳）及び「青色申告特別控

除前の所得金額」（㊸）の合計額 

⑫ 減価償却費 「普通償却費」に「減価償却費」（⑱）を記入 

⑬ 付加価値額 

「差引金額（⑦－㉜）」（㉝）に「利子割引料」（㉒）を加えた額

（営業利益）、「減価償却費」（⑱）、「福利厚生費」（⑲）及び「給

料賃金」（⑳）の合計額 

※個人事業主の付加価値額算定では、人件費の構成要素である専従者給与（㊳）及び青色申

告特別控除前の所得金額（㊸）の 2 項目を人件費に参入せずに計算します。 
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●（様式第３号）収支予算書 
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●（様式第４号）誓約書  

●（様式第５号）債権者債務者登録票 

通帳の表紙と、表紙をめくったページのコピー等、カナ名義を確認できる資料を添付し 

てください。 

※ 当座預金のために通帳がない場合、当座勘定照合表、当座小切手帳と小切手のコピ

ー、異動明細書、残高照会書などを組み合わせ、金融機関名・支店名・預金種別・

口座番号・カナ名義を確認できる資料を添付してください。 

● 支援機関確認書 

 

１３．問い合わせ先 

 

本事業に関するお問い合わせ先は次のとおりです。 

 

○ 秋田県産業労働部 地域産業振興課 地域産業活性化チーム 

  TEL：０１８－８６０－２２３１ 

  FAX：０１８－８６０－３８８７ 

  E-Mail：monokaku-2@mail2.pref.akita.jp 


